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は じ め に 

 

 

第６次小郡市総合振興計画 小郡市の将来像 
 

 人がつながり 市民が躍動する温かみのある都市
ま ち

 おごおり 

～「共感・共働・共創」による共生社会を目指して～ 

 

 

 

第６次小郡市総合振興計画は、基本構想、基本計画、実施計画から構成され

ます。 

 

◇ 基本構想は、市民とともにまちづくりを進めるに当たり、目指すべきまち

のあるべき姿や望ましい姿として「将来像」を定め、「将来像」の実現に

向けた基本政策を示すものです。 

 

◇ 基本計画は、基本構想に掲げる将来像や基本政策に基づき、主要な施策を

体系化し明らかにするものです。前期基本計画の期間は令和４年度から令

和８年度までの５か年です。なお、令和４年度は骨子のみとなります。 

 

◇ 実施計画は、基本計画で定めた施策を具体化した計画であり、事業計画を

とりまとめたものです。今回の計画期間は、令和４年度から令和６年度ま

での３か年とします。 

 

 少子高齢化の進展による社会保障費の増加、老朽化した公共施設の維持更新、

頻発する豪雨災害への備え、新型コロナウイルス感染症への対策等、行政需要

はこれまで以上に増加しており、「あれもこれも」ではなく、「あれかこれか」

を選択せざるを得ない社会への転換を迎え、社会情勢に適応した持続可能な行

財政運営の確立と、「住んで良かった。住み続けたい。」と思えるような更な

る市民満足度の向上を目指して、実施計画事業を推進し、“人がつながり 市

民が躍動する温かみのある都市 おごおり ～「共感・共働・共創」による共

生社会を目指して～”を実現していきたいと存じますので、市民の皆様方のよ

り一層のご理解、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 

    令和４年４月 

 

小郡市長  加 地 良 光 
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第１部 実施計画の概要 

 

１．計画の概要                    

この計画は本市の将来像「人がつながり 市民が躍動する温かみのある都市

おごおり ～「共感・共働・共創」による共生社会を目指して～」の実現を図

るため、実施すべき事業を明らかにし、計画的・効率的な事業推進及び今後の

行財政運営と予算編成の指針として策定するものです。令和４年度から令和６

年度までの３か年で、投資的事業については５００万円以上の事業、投資的事

業以外の事業（ソフト事業）については、２００万円以上の新規事業及び主な

継続事業を掲載しています。 

 

２．計画の期間 

 令和４年度から令和６年度までの３か年とします。 

 実施計画は３年間のローリング方式により、３年間の計画を毎年度策定しま

すが、このローリングの中で、社会経済情勢や市民ニーズの変化等を踏まえ、

時宜に応じて見直しを行っていきます。 

 

３．事業費 

 令和４年度当初予算の予算額を記載しています。また、令和３年度予算を繰

越し、令和４年度に実施する事業についても記載しています。 

ただし、令和４年度の事業のうち調整や協議等の予算を伴わないものや令和

５年度以降に着手するものについては、事業費を記載していません。 

 

４．計画の構成 

 この計画は計画期間において実施する投資的、政策的な事業を示すものです。 

 



第２部　部署別事業計画

１．経営政策部

【事業計画】

番号

事 　 業  　名

事　業　年　度

担　当　課

事　業　の　概　要

事　業　費　等
備　　考

R4～R6

財政課 令和4年度事業費　　　2,270千円

R3～R10

財政課 令和4年度事業費　　　　625千円

R4～R5

総務広報課 令和4年度事業費　　　1,920千円

R4～R7

経営戦略課 令和4年度事業費　　40,029千円

R3～R7

経営戦略課 令和4年度事業費　　　5,000千円

R1～R4

経営戦略課 令和4年度事業費　　　2,076千円

Ｒ3～Ｒ8

経営戦略課 令和4年度事業費　　　2,411千円

1

共用公用車更新事業

2

発注管理システム更新事業

7

番号連携サーバ機器更新事業

共用公用車のうち３台が購入から20年が経過するとともに走
行距離が長くなり、今後整備費等が高額となってくることが
予想されるため、買い替えを行うもの。

工事・業務委託・物品役務の入札・契約等に関する発注管
理、並びに業者登録の管理を行っている発注管理システム
の更新を行うもの。

第2次男女共同参画計画が令和5年度で計画期間が終了す
る。
男女共同参画社会実現に向けての施策を総合的かつ計画
的に実施するため、令和6年度から令和15年度までを計画
期間とする「第3次小郡市男女共同参画計画」を策定する。

国の定める自治体DX推進計画（対象期間R2年1月～R8年3
月）に基づき、以下の施策を推進する。

①自治体の情報システムの標準化・共通化
②マイナンバーカードの普及促進
③行政手続きのオンライン化
④AI・RPAの利用推進
⑤テレワークの推進
⑥セキュリティ対策の徹底

5

シティプロモーション事業

マイナンバー制度導入に伴い、異なる行政機関等の間で個
人情報のやり取りを行う情報連携（平成29年11月から本格
運用が開始）への対応のため、番号連携サーバを導入して
いる。導入より5年を経過することから、機器の更新を行うも
の。

3

第3次男女共同参画計画策定事業

4

自治体DX推進事業

6

第６次総合振興計画策定事業

恋人の聖地を縁としてつながっている市町村が連携して、各
市町村内の地域資源を魅力あるものに磨き上げながら、SNS
等新しい生活様式に即した効果的なシティプロモーションに
取り組んでいく。
具体的な内容として、連携事業に参加する18市町村が共同
活用できるYouTube、Twitter、ブログ等のプラットフォームの
開設及び活用、共同PR、プロモーションの実施を進めてい
く。

第6次総合振興計画基本計画を令和４年度に策定する。

1



番号

事 　 業  　名

事　業　年　度

担　当　課

事　業　の　概　要

事　業　費　等
備　　考

R3～R4

経営戦略課 令和4年度事業費　　　6,500千円

H26～R7

防災安全課 令和4年度事業費　　16,599千円

R4

防災安全課 令和4年度事業費　　　8,028千円

R4～

防災安全課 令和4年度事業費　　　7,397千円

10

防災基盤整備拡充事業（同報系防災行
政無線の追加設置）

市内６０カ所に設置している防災行政無線の子局を新規住
宅地に追加する。

11

消防団員処遇改善事業 総務省消防庁では、全国的に消防団員数が減少しているこ
とや、災害が多発化・激甚化する中、消防団員の負担が増
加していることを踏まえて、消防団員数を確保することを目
的とした「消防団員の処遇等に関する検討会」を行ってお
り、消防団員の報酬等の処遇改善が提示されている。この
通達に基づき、小郡市消防団の報酬等を下記のとおり見直
すもの。

・出動報酬
　現行の「出動手当」を見直し、出動に応じた「出動報酬」制
度を新たに創設する。災害（火災・風水害等）に関する出動
報酬は、１日＝７時間４５分を基本とし、支給対象となる活動
の時間に応じた報酬額を支給する。
・年額報酬
　「団員」の階級の者の年額報酬額は、消防庁が標準的な
額として示している36,500円に合わせて約13％減額する。
「団員」以外の階級の者についても、「団員」の階級と同率程
度引き下げる。
・消防団の運営に必要な経費
　団本部、各分団の運営に必要な経費（装備品や被服に係
る経費、格納庫等の維持管理費、入団促進・後方経費等）
を適切に予算措置する。

8

市制施行50周年記念事業 令和4年度に小郡市市制施行50周年を契機に機運を高める
ため、記念事業等を開催する。

久留米広域消防負担金（投資的経費） 久留米市、小郡市、うきは市、大川市、大刀洗町、大木町の
４市２町で構成されている久留米広域消防本部運営費・活
動費に対する本市負担金。負担金の内訳は、経常経費負
担金、投資的経費負担金、退職手当特別負担金となってお
り、投資的経費とは、消防署所の庁舎建設に要する経費及
び当該施設の土地に必要な経費並びに特殊消防車両の購
入費である。

9

2



第２部　部署別事業計画

２．環境経済部

【事業計画】

番号

事 　 業  　名

事　業　年　度

担　当　課

事　業　の　概　要

事　業　費　等
備　　考

H30～R4

商工・企業立地課 令和4年度事業費　　　4,700千円

H10～

農業振興課 令和4年度事業費　　17,043千円

H5～

農業振興課 令和4年度事業費　　42,667千円

R5～

農業振興課

R3～R7

農業振興課 令和4年度事業費　　16,800千円

12

七夕プロジェクト事業

13

水田農業担い手機械導入支援費事業
（経営体育成支援事業）

14

園芸産地育成関連業務

15

上田町堤ため池等整備事業（県事業）

本市の地域資源である「七夕」を地域ブランドとして確立し、
「にぎわい」をコンセプトに七夕を活用した地域活性化を目
指す「七夕プロジェクト」を、３つの戦略で展開する。
１　イメージ戦略…小郡の七夕イメージの再構築
２　商品戦略　　…七夕に関する既存の商品等のブラッシュ
アップ及び新商品等の開発
３　イベント戦略…七夕（神社やスポット）、天の川（宝満川）
を活かしたイベントの創造

認定農業者、集落営農組織等の規模拡大、経営の多角化
など経営力を強化・改善するために必要な農業機械導入を
支援していくにあたり、かかる経費の一部について補助金を
交付する。
県単事業を中心に支援を行っていく。

園芸事業を総合的に振興し、地域農業の活性化を図る為、
補助事業実施を要望する園芸農家に対し、指導、助言を行
うとともに、かかる経費の一部について補助金を交付する。
〇国事業の補助率
・農業者１／２以内
〇県事業の補助率
・認定農業者１／３以内（雇用型経営支援：１／２以内）
・営農集団１／２以内
〇市事業の補助率
・農業者２／１０以内

施設管理者である水利組合または行政区からの申請によ
り、県営事業として取り組んでいる。市は施設を保有する自
治体として、小郡市の地域に特化した情報提供を行い、県
と地元の調整と事業を円滑に進むよう取り組んでいる。
改修の概要：堤体工・波受ブロック・取水施設・洪水吐き

暗渠排水は、ほ場整備の水管理を容易にし、作物の生育環
境を良好にすること、農作業の環境を改善し、農業機械の
作業性を向上させることが目的である。排水改良を必要とす
る申請地において、暗渠排水の目的が達成できるよう業務
計画を策定し、適切な工事を実施する。

16

県営経営体育成基盤整備事業（県事
業）

3



番号

事 　 業  　名

事　業　年　度

担　当　課

事　業　の　概　要

事　業　費　等
備　　考

H29～R10

農業振興課
令和4年度事業費　　14,141千円

H19～R5

農業振興課 令和4年度事業費　　83,253千円

R4

農業振興課
令和4年度事業費　　17,000千円

R4～R8

農業振興課
令和4年度事業費　　　9,000千円

H28～R4

農業振興課 令和4年度事業費　　　3,000千円

H27～R4

農業振興課 令和4年度事業費　　　1,000千円

平成７年に建築された宝満ふれあいセンターの改修（屋根
全面改修、・雨漏り被害箇所等修繕・外壁塗装）

地域の共同活動によって支えられている農業・農村の有す
る多面的機能（国土保全・水源涵養・景観形成等）の維持・
発揮を図るため、「農業の有する多面的機能の発揮の促進
に関する法律」が制定され、平成27年4月1日から施行され
た。
法令に基づき、市では「農業の有する多面的機能の発揮の
促進に関する促進計画」を策定し、地域共同で行う、多面的
機能を支える活動や、地域資源（農地、水路、農道等）の質
的向上を図る活動を支援する。
１．農地維持支払（農地法面の草刈り、水路の泥上げ、農道
の砂利補充等）
２.資源向上支払
　・地域資源の質的向上を図る共同活動（水路、農道、ため
池の軽微な補修、農村環境　　保全活動の幅広い展開等）
３.資源向上支払　　・施設の長寿命化のための活動

20

ため池劣化状況評価委託業務

21

影堤ため池等整備事業（県事業）

「防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に関す
る特別措置法」に基づき、防災重点農業用ため池の決壊に
よる水害・その他の災害から、市民の生命及び財産を保護
するため、防災重点農業用ため池に係る防災工事等の集
中的かつ計画的な推進を図ることを目的としている。
本業務では、ため池の構造機能、水利機能等の低下状況
を把握・評価し、防災工事等の必要性を判断する。

施設管理者である水利組合又は行政区からの申請により、
県営事業として取り組んでいる。市は施設を保有する自治
体として、小郡市の地域性に特化した情報提供を行い、県
と地元の調整と事業が円滑に進むよう取り組んでいる。
改修の概要：堤体工・波受ブロック・取水施設・洪水吐き

施設管理者である水利組合又は行政区からの申請により県
営事業として取り組んでいる。市は施設を保有する自治体と
して、小郡市の地域性に特化した情報提供を行い、県と地
元との調整を行い事業が円滑に進むよう取り組んでいる。
改修の概要：堤体工、護岸ブロック工、取水施設、洪水吐
き、浚渫等

22

組坂堤ため池等整備事業（県事業）

18

多面的機能支払交付金事業

19

宝満ふれあいセンター改修工事

県営土地改良事業で造成された味坂、味坂第二、御原地
区ほ場整備区域内の揚水機場について、老朽化等により整
備を必要とする時期を迎えている。このため施設の劣化等
の診断を行い、対策方法を策定し、対策工事を施工するも
の。17

県営農業水利施設保全合理化事業
（味坂、御原地区）

4



番号

事 　 業  　名

事　業　年　度

担　当　課

事　業　の　概　要

事　業　費　等
備　　考

継続

農業振興課 令和4年度事業費　　17,200千円

土地改良事業の進展に伴い、土地改良施設の整備が急速
に進展する一方、造成された施設も大幅に増加してきてお
り、社会資本の有効利用の観点から、その整備補修が極め
て重大な課題となってきている。このような事情にかんがみ、
土地改良施設の定期的整備補修を行い、土地改良区等土
地改良施設管理者の管理意識の向上を図るとともに、土地
改良施設の機能の保全と耐久年数の確保を目的としてい
る。

23

土地改良施設維持管理適正化事業

5



第２部　部署別事業計画

３．都市建設部

【事業計画】

番号

事 　 業  　名

事　業　年　度

担　当　課

事　業　の　概　要

事　業　費　等
備　　考

R3～

都市計画課 令和4年度事業費　　10,318千円

H30～R4

都市計画課 令和4年度事業費　　　　970千円

R3～R4

都市計画課 令和4年度事業費　　　4,972千円

R4

都市計画課 令和4年度事業費　　　4,000千円

R5

都市計画課

H29～R6

都市整備課（道路建設課） 令和4年度事業費　　94,328千円

H28～

都市整備課（道路建設課） 令和4年度事業費　　114,063千円

28

都市計画基本図の更新業務

29

スマートＩＣ設置関連事業

26

第２次小郡市都市計画マスター
プランの改定業務

27

インター周辺まちづくり構想（案）
作成業務委託

24

デマンドタクシー運行事業（立
石・御原・味坂校区）

25

立地適正化計画策定業務

30

下町・西福童16号線道路改良
事業（4期事業）（都市計画道路
三沢西福童線）

コミュニティバスの運行効率の低い立石・御原・味坂校区において、コミュ
ニティバスの運行を休止した上で、デマンド型交通であるデマンドタク
シーの本格運行に向けた実証実験を行うもの。
デマンド型交通とは、路線バスとタクシーの中間的な位置にある交通手
段で、事前予約により運行するという特徴がある。また、利用者からの予
約に応じて運行ルートを決めることが可能で、予約の状況により運行を休
止したりすることができるため、需要の少ない地域でも効率的な運行が可
能となる。

　人口減少・高齢化社会に対応するため、都市全体の構造を見渡しなが
ら、居住者の生活を支えるようなコンパクトなまちづくりを推進していくこと
が必要となる。
　今後、コンパクトシティの拠点となる区域の都市施設の誘導と土地利用
についての検討を行い、本市の将来像を示す「立地適正化計画」を策定
する。

　平成13年度に策定した小郡市都市計画マスタープランの目標年次が
令和２年度であるため、今後の小郡市の都市計画の基本方針を示す必
要がある。
　第1次小郡市都市計画マスタープランの成果の検証、方向性と現状把
握を行い、小郡市都市計画マスタープランの改定を行う。

本市の筑後小郡インターチェンジ、味坂スマートインターチェンジ（仮称）
の２つのインター周辺は、主要地方道久留米筑紫野線、鳥栖朝倉線、甘
木鉄道線、西鉄天神大牟田線等の公共交通軸が繋がる交通利便性が
高い地区である。しかしながら、両地区は一団の農地が広がり、農業を支
える上でも重要な土地である。今後は、完全に農地から工業・産業系用
地へ転換してしまう従来型の開発ではなく、本市の農業振興を加えたま
ちづくりを検討する。

近年の開発等による土地利用の変化や、都市計画の変更を踏まえ、都
市計画基本図の更新を行う。

九州自動車道の鳥栖ＪＣＴ～久留米ＩＣ間にスマートＩＣを設置することに
関連し、道路や水路の付替えを行う。

下町・西福童16号線（4期）（都市計画道路　三沢西福童線）
国道500号から北へL≒325m　W=19.0m
本路線は市西部地区を南北に縦断する重要な幹線道路として整備する
ものである。交通渋滞の解消や歩行者等の安全を確保し、道路ネット
ワークを構築する。
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番号

事 　 業  　名

事　業　年　度

担　当　課

事　業　の　概　要

事　業　費　等
備　　考

H30～R5

都市整備課（道路建設課）
令和4年度事業費　　29,000千円

H28～R5

都市整備課（道路建設課）

H2～

都市整備課（建設管理課） 令和4年度事業費　　19,874千円

H23～

都市整備課（建設管理課） 令和4年度事業費　　49,740千円

継続

都市整備課（建設管理課） 令和4年度事業費　　42,500千円

毎年（単独）、R3（補助）～毎年
（単独）、R6（補助）

都市整備課（建設管理課） 令和4年度事業費　　28,000千円

継続
都市整備課（建設管理課） 令和4年度事業費　　33,000千円

継続

都市整備課（建設管理課） 令和4年度事業費　　　9,500千円

32

干潟区（干潟・花立102号線）道
路整備事業

33

地積調査測量業務委託事務

31

大保駅北歩道整備事業 大保駅北歩道整備事業
（三国・三沢5697号線）
L≒220ｍ　W=2.0m
西鉄大保駅から北側の、西鉄天神大牟田線東側に歩道を新設する事業
である。
現在、西鉄天神大牟田線の西側の市道（旧県道久留米小郡線）を歩行
者が通行しているが、歩道及び路側帯も無い状態である。
歩道の新設により、地域間往来の安全の確保及び、利便性の向上が図
られる。

36

幹線市道舗装事業

37

簡易舗装事業

34

道路橋梁長寿命化修繕事業

35

道路維持・補修事業（工事・修
繕）

道路利用者の安全性及び利便性の向上を図ることを目的とし、市内の生
活道路を整備する事業。

38

団地側溝整備事業

干潟・花立102号線道路整備事業
L=600m　W=5.0m
県道本郷基山停車場線から干潟集落を通過し花立区へ通じる生活道路
であり、現況の道路幅員はW=2.0m程しかない狭隘な道路である。道路
整備により、通学路の安全確保と、利便性向上を図る。

国土調査は現場に入る数年前に事前調査（地籍図根三角測量）を実
施。現場に入り、一筆地調査を実施、確認した土地の境界について各筆
の筆界点測量を行う。その成果に基づいて各筆界点の座標値を用いて
各筆の面積計算を行い、地積以外の地籍情報も調査して明確にし、その
成果である地籍簿と地籍図を登記することを目的とする。
　官民問わず重要な財産である土地の保全を図るとともに、効率的な土
地の利用の促進や課税の適正化のために不可欠となる環境整備の根幹
として実施している。

老朽化する道路橋について、長寿命化修繕計画を策定することで予防
的な修繕、計画的な架替を行い橋梁の長寿命化に伴う維持修繕費用の
軽減を図る。

道路利用者の安全性及び利便性の向上を図ることを目的とし、市内の幹
線道路を整備（舗装）する事業。
また、予防保全的な修繕・補修を行うことにより、道路舗装の長寿命化を
図る。

道路利用者の安全性及び利便性の向上を図ることを目的とし、生活道路
を整備（舗装）する事業。

古い団地内側溝の有蓋化を図る。（Ｒ２年度末現在）
みくに野団地　側溝延長16,490m 改修延長9,325m 改修率57％
宝城北団地　　側溝延長 4,960m 改修延長4,063m 改修率82％
宝城南団地　　側溝延長 6,160m 改修延長3,145m 改修率51％
大保団地　　   側溝延長 2,970m 改修延長1,647m 改修率55％
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番号

事 　 業  　名

事　業　年　度

担　当　課

事　業　の　概　要

事　業　費　等
備　　考

R1～継続

都市整備課（建設管理課） 令和4年度事業費　　　4,000千円

R1～継続

都市整備課（建設管理課） 令和4年度事業費　　33,945千円

継続

都市整備課（建設管理課） 令和4年度事業費　　　5,000千円

R1～継続

都市整備課（建設管理課） 令和4年度事業費　　13,300千円

継続

都市整備課（建設管理課）
令和4年度事業費　　　8,405千円

H25～R4

都市整備課（建設管理課）
令和4年度事業費　　　8,000千円

R4～

都市整備課（建設管理課） 令和4年度事業費　　30,000千円

R4～

都市整備課（建設管理課） 令和4年度事業費　　16,000千円

H6～R7

下水道課
令和4年度事業費　584,000千円

S60～

下水道課 令和4年度事業費　　31,800千円

40

河川維持補修事業

41

後退道路用地に伴う整備事業

39

道路照明補修事業 老朽化が進む道路照明を総点検した結果を基に、予防保全的な修繕・
補修を行うことにより道路照明の長寿命化を図る。

47

公共下水道整備事業（汚水） 安全で快適な生活環境の形成及び宝満川などの河川及びため池等の
水質汚染の防止を目的として、下水道事業を実施するもの。

44

大崎・下岩田14号線道路整備
事業

45

河川改修事業（市営河川石原
川・鎗巻川）

42

交通安全施設整備事業

43

排水路整備事業（工事・修繕） 清潔で安全な住環境を保つため、素掘りの水路のコンクリート化等の排
水路整備工事を行うもの。

48

公共下水道整備事業（雨水）

46

若山堤流域治水対策事業

市営河川の護岸整備工事又は、修繕工事及び浚渫作業を行う。

農地転用及び建築行為等に伴って、道路の整備を図ることにより、良好
な市街地の形成を確保するとともに、生活環境の向上に寄与することを
目的とする。

交通安全対策を目的として、交通安全施設（道路反射鏡、区画線、防護
柵等）の新設及び修繕工事を実施する事業。

重点施策として大雨による道路冠水等を防ぎ、安全で快適な生活環境
の形成を目的として、雨水幹線の整備を実施するもの。

市道大崎・下岩田14号線（柳内橋）架替
道路整備（ﾊﾞｲﾊﾟｽ含む）　L=210m　橋梁　L=15.2m
石原川未整備区間の整備　右岸 L=100m 左岸 L=80m

市営河川石原川・鎗巻川の流域治水を踏まえた改修計画の策定及び河
川改修

　若山堤については、雨水調整池への機能転換のため、総合的な治水
対策計画を策定し、機能強化を図るために必要な施設整備を行う。
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番号

事 　 業  　名

事　業　年　度

担　当　課

事　業　の　概　要

事　業　費　等
備　　考

H3～

下水道課 令和4年度事業費　　　2,537千円

H29～

下水道課 令和4年度事業費　　20,000千円

H20～

まちづくり推進課 令和4年度事業費　　47,000千円

H23～

まちづくり推進課
令和4年度事業費　　53,682千円

H28～

まちづくり推進課
令和4年度事業費　　30,000千円

H16～

まちづくり推進課
令和4年度事業費　　10,000千円

R1～

まちづくり推進課 令和4年度事業費　　17,500千円

H30～

まちづくり推進課 令和4年度事業費　　　7,000千円

R2～

まちづくり推進課 令和4年度事業費　　　3,000千円

54

東福童地内新設道路整備事業

52

端間駅周辺地区　地区（西部）
計画整備事業

53

公園施設長寿命化対策事業

50

下水道ストックマネジメント事業

51

小郡・西福童３０８１・３０８６号線
道路整備事業

道路利用者の利便性・安全性の向上を図るため、道路の拡幅、歩道の
整備を行う。

【２期事業】
整備延長L=１８０ｍ、幅員W=14m
【交差点改良事業】
小板井・東福童28号線との交差点改良

49

合併処理浄化槽設置費補助事
業

公共下水道区域外地域で合併処理浄化槽を設置するに当たり、申請者
に補助金を交付するもの。

長期的な視点で下水道施設全体の今後の老朽化の進展状況を考慮し、
リスク評価等の優先順位付けを行ったうえで、施設の点検・調査、修繕・
改築の計画を策定する。

地域住民の利便性の向上を図るとともに、緊急車両等の良好な通行を可
能にするため、道路の拡幅整備を行う。

整備延長L=８６ｍ、幅員W=６ｍ

57

展示林整備事業 花立山の散策路に影響のある樹木の伐採及び、山頂付近にある展望台
からの眺めを確保するため樹木の間伐を行う。

森林整備（樹木の間伐等）、歩道の改修、休憩施設の改修、案内板設置
等の実施。

西鉄端間駅周辺の活性化及び良好な居住環境の形成強化を行い、合
理的な土地の利用増進を図るため、地区計画を策定し、端間駅前西側
広場と進入道路の整備を行う。

都市公園の遊具等公園施設調査を行い、調査結果に基づいて「公園施
設長寿命化計画」を策定する。計画に基づき施設の修繕・改築・更新を
行うことで施設の長寿命化が図られるとともに、公園利用者の安全性・快
適性を確保する。

地域住民の利便性の向上を図るとともに、緊急車両等の通行を可能にす
るため、市道の新設を行う。

【小郡・東福童３５２５号線】
整備延長L=１６０ｍ、幅員W=６ｍ
【小郡・東福童３５８９号線】
整備延長L=１６０ｍ、幅員W=６ｍ

56

三国・津古５３１０号線道路整備
事業

55

小郡・東福童3077号線道路整
備事業

地域住民の利便性、土地利用の向上を図るとともに、緊急車両の通行を
可能にするため道路の新設を行う。

整備延長L=130m　幅員W=6m
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第２部　部署別事業計画

４．市民福祉部

【事業計画】

番号

事 　 業  　名

事　業　年　度

担　当　課

事　業　の　概　要

事　業　費　等
備　　考

R5～R6

福祉課

H23～

福祉課 令和4年度事業費　　　680千円

R3～

福祉課 令和4年度事業費　　3,200千円

H27～

国保年金課 令和4年度事業費　35,000千円

58

第3次地域福祉計画策定事業

59

自治会バス管理費（のぞみ校区
バス更新）

60

地域生活支援拠点等事業

61

「国民健康保険事業特別会計」
適正化事業

【地域福祉計画の概要】
・地域での助け合いによる福祉（地域福祉）を推進するための計画とし
て、「地域共生社会」を目指すための理念と仕組みを示すもの。
・社会福祉法第107条により、地域福祉計画の策定は市町村の努力義
務。県内では全市町村で策定済み。また、同条で福祉の各分野におけ
る共通的な事項を記載する計画とされていることから、国の策定ガイドラ
インでは、「上位計画」と位置付けられている。
・現行の第2次計画から、社協が策定する民間の計画である地域福祉活
動計画と合同で策定。

【実施計画事業】
第2次地域福祉計画の計画期間がR6年度までであるため、第3次地域福
祉計画を策定する。
〇R5　市民意識調査、ワークショップ等の各種基礎調査
〇R6　２次計画の評価検証、計画策定作業

【自治会バス事業の概要】
・高齢者などの買い物弱者支援・交通支援を目的として、のぞみが丘小
学校区と御原小学校区で、市民との協働によるまちづくり事業として運
行。
・協働事業における役割として、市は車両の無償貸与やガソリン代の補
助などの支援を実施。

【実施計画事業】
・のぞみ小校区で運用している車両（10人乗りワンボックス）の更新。
・現行車両はH26.3月に導入。乗客用の後部自動ドアに故障が多いが、
後付けの特注ドアのため、抜本的な修理が困難。また、乗降用のステッ
プがないため、高齢者の乗降時に転倒の危険が高く、リース車を導入
し、長期的には買い替えを検討していく。

　障がい者の高齢化・重度化や「親亡き後」を見据えつつ、障がい児・者
の地域生活支援をさらに推進する観点から、国より「障がい児・者の地域
生活支援の推進のための多機能拠点（地域生活支援拠点）」を令和２年
度末までに市町村において１か所以上整備することが示されている。
　本市でも、「第６期小郡市障がい福祉計画（令和3年度～令和5年度）」
の中で「地域生活支援拠点等の整備」を掲げ、令和２年度に建物として
の「拠点」を置くものではなく、既存の事業所の活用（機能強化）により対
応する「面的整備型」の手法をとり１か所の整備を行った。
　令和３年度からは、コーディネーターを１名配置し、当該事業に求めら
れる５つの機能のうち、①相談支援機能、③緊急時の受入れの２つの機
能から開始し、今後、機能の拡充を図っていき、障がい児・者が地域で暮
らし続けるために必要な支援体制を整える。

本市の国民健康保険事業の安定化のため、国民健康保険事業特別会
計へ一般会計から法定外の繰出しを行う事業。国民健康保険は、高齢
化と医療の高度化による保険給付費の増大により今後も厳しい財政状況
となることが予測されている。本市の国民健康保険事業特別会計は、令
和元年度決算で累積赤字を解消し、令和２年度決算も黒字となっている
が、今後は財政状況が悪化し、保険税率を改定する必要がある。その際
に被保険者の急激な負担増を抑制するために負担緩和措置として法定
外繰入を行う。
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番号

事 　 業  　名

事　業　年　度

担　当　課

事　業　の　概　要

事　業　費　等
備　　考

R4～R5

長寿支援課 令和4年度事業費　　2,541千円

R3～R4

人権・同和対策課 令和4年度事業費　　14,720千円

R1～

コミュニティ推進課 令和4年度事業費　103,153千円

R4～

コミュニティ推進課 令和4年度事業費　　　2,400千円

63

大崎市民館　駐車場拡張事業

65

公民館類似施設建設等補助事
業

社会教育法第42条に基づく公民館類似施設およびこれに類する施設を
建築・修繕する場合に補助金を交付し、社会教育の推進に資する。

　小郡市における高齢者福祉全般にかかる第８期高齢者福祉計画及び
一体的に策定した介護保険事業計画が令和３年度から始まり、令和５年
度で終了する。引き続き、令和６年度から令和８年度を計画期間とする第
９期高齢者福祉計画・介護保険事業計画を策定するもの。

大崎市民館用の駐車場が不足しているため、用地買収し拡張する。

平成30年度に策定した小郡市個別施設計画（長寿命化計画）に基づい
て、長寿命化を図るための予防保全工事を実施するもの。

64

コミュニティセンター改修事業

62

第9期高齢者福祉計画・介護保
険事業計画策定事業

11



第２部　部署別事業計画

５．子ども・健康部

【事業計画】

番号

事 　 業  　名

事　業　年　度

担　当　課

事　業　の　概　要

事　業　費　等
備　　考

R4～

子ども育成課 令和4年度事業費　　　3,500千円

H27～

健康課 令和4年度事業費　　　5,253千円

R2～

健康課 令和4年度事業費　　18,157千円

令和３年６月末をもって開館より１７年が経過する、総合保健福祉セン
ター内の各設備について、故障及び老朽化箇所、修繕を行うにあたり部
品等がメーカーで生産終了している箇所が出てきている。これらの修繕
工事（補修・機器入替等）を行い、施設の通常運営を維持する。
また、設備によってはリースによる機器の入れ替えを行う。

68

がん検診受診率の向上(早期発
見）事業

平成２８年２月４日付で指針が一部改正されたことに伴い、胃がん検診の
検査方法について指針に基づいた体制を整える。５０歳以上の偶数年齢
の者を対象として胃内視鏡検査の実施を行う。原則として、同一人につ
いて２年に１回実施する。現在、実施をしている胃部エックス線検査と併
用して実施を行う。

66

青少年人材育成事業

67

総合保健福祉センター施設・修
繕工事事業

現在、人口減少や地域経済の停滞、労働力不足の問題が深刻化し、グ
ローバル化やデジタル化の進展により、社会全体が大きく変革している。
このような予測困難な社会の変化に対応できる将来の地域リーダーを育
成するため、青少年を対象とした研修を実施する。
経営者を中心とした地域の方々とともに、志（夢や願い）を立て、日本や
地域の将来を担う人材を育成していくプログラムを実施し、社会の変化の
中で主体性（様々な場面で自分の意見を堂々と述べる力）や協調性を
もって難しい社会問題に取り組むことができる青少年の人材育成を図る。
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第２部　部署別事業計画

６．教育部

【事業計画】

番号

事 　 業  　名

事　業　年　度

担　当　課

事　業　の　概　要

事　業　費　等
備　　考

R4～

教育総務課 令和4年度事業費　　　5,940千円

R4～

教育総務課 令和4年度事業費　　　8,572千円

R4～

教育総務課 令和4年度事業費　　　4,440千円

R3～

教育総務課 令和4年度事業費　　11,304千円

継続

教育総務課 令和4年度事業費　　　9,700千円

継続

教育総務課 令和4年度事業費　213,865千円

継続

教育総務課 令和4年度事業費　　20,100千円

R4～R6

教育総務課 令和4年度事業費　　13,860千円

71

センターサーバー更新事業

72

就学援助オンライン学習通信費
補助事業

69

ICT支援員配置事業

70

教職員用パソコン更新事業

75

学校施設営繕管理事業

76

給食調理業務の民間委託に関
する事業

73

大規模改造事業

74

校舎・体育館整備事業

小郡小学校における給食調理業務の民間委託試行については、直営の
場合と同様に「安全・安心でおいしい給食」が提供されていることが認め
られるとの検証結果が、小郡市学校給食検討委員会から示された。
このことを受け、令和３年度現在、当市においては、給食調理業務を効
率的に実施するため、各小学校単独調理場における給食調理業務を民
間事業者に委託している（小郡小学校、三国小学校、のぞみが丘小学
校）
更に、令和４～６年度において、大原小、東野小学校の給食調理業務を
民間事業者に委託するものである。

平成２８年度にリースを開始した教職員パソコンの更新。
※全教職員の半数程度

小郡市立小・中学校の教職員用ネットワークはセンターサーバーを利用
している。センターサーバー内には、メールサーバー、HPサーバー、事
務管理サーバーがある。H27年度に構築したセンターサーバーがR４年
度で７年を迎えるため、更新を行う。

GIGAスクール事業により、児童・生徒一人に一台タブレット端末が貸与さ
れた。そのタブレット端末を自宅に持ち帰って活用するにあたり、各家庭
でWi-Fi環境を整備する必要がある。その負担軽減のため、就学援助世
帯に通信費の補助を行うもの。

教育環境の整備と施設の安全向上を図るため、学校施設の大規模な改
修等を行う事業。

学校現場では、教職員パソコン、パソコン教室、GIGAスクール構想事業
の情報機器、及びそれぞれのネットワーク機器の整備を行っている。学
校ICT環境整備の重要性は高く、障害発生や運用の躓きは教職員の業
務や児童生徒の教育に多大な影響を与える。
そのため、多岐に渡る問い合わせや要望に迅速に対応するため、ICT支
援員を常駐することによって対応できる体制をつくる。

教育環境の整備と施設の安全向上を図るため、学校施設（校舎・体育館
等）の新増改築改修等の整備を行う事業。

教育環境の維持と学校施設の安全確保を図るため、学校施設の修繕や
小規模工事を行う事業。
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番号

事 　 業  　名

事　業　年　度

担　当　課

事　業　の　概　要

事　業　費　等
備　　考

R3～R8

教育総務課 令和4年度事業費　　11,349千円

継続

教育総務課 令和4年度事業費　　　1,006千円

R2～

教育総務課 令和4年度事業費　　　3,102千円

R3～

学校教育課 令和4年度事業費　　36,169千円

R3～

学校教育課 令和4年度事業費　　10,381千円

Ｒ4～

学校教育課 令和4年度事業費　　　　784千円

Ｒ4～

学校教育課 令和4年度事業費　　　1,990千円

79

GIGAスクール構想事業

80

ＩＣＴ教育推進事業

77

小郡市学校給食センター整備
運営事業

78

教科用指導書配置事業 教師用の指導書・教科書及びデジタル教科書を各学校に配置し、「確か
な学力」育成の授業のために活用する。

新学習指導要領において学習の基盤となる資質・能力と位置付けられて
いる「情報活用能力」を児童生徒に育むICT環境を整備するとともに、感
染症拡大等に伴う臨時休校となった場合においても児童生徒の学習機
会を確保することができるよう、児童生徒１人１台の端末整備等を行い、
学校教育におけるICT環境の整備を行い、その後の運用・管理を行う。

文部科学省が提唱するＧＩＧＡスクール構想に基づいた、児童生徒１人１
台の端末整備が完了し、ＩＣＴを活用した授業や学習を実施できる環境が
整ったことに伴い、児童生徒及び教職員のＩＣＴ機器活用をサポートするＩ
ＣＴ支援員の派遣、授業支援ツール・学習用ドリルアプリを導入し、新学
習指導要領において学習の基盤となる資質・能力と位置付けられている
「情報活用能力」を児童生徒に育むとともに、ＩＣＴ機器を正しく効果的に
活用して、課題解決を図りながら主体的に生きる力を育む児童生徒の育
成を図る。

現在の給食センターは、老朽化していて、衛生管理基準上の問題が懸
念され、新給食センターの建て替えを実施し、新施設において衛生管理
基準に適合した安心安全な学校給食を提供するための運営・施設管理
を行うもの。

グローバル化が急速に進展する中で、外国語によるコミュニケーション能
力は生涯にわたる様々な場面で必要とされており、学習指導要領の改訂
に伴い小学校中学年において外国語活動・高学年において外国語科が
導入されている。
本事業はこれまで試行してきたオンライン英会話を立石小学校高学年に
おいて実施し、外国語・異文化への興味・関心を高めるとともに、外国
語・異文化に触れる機会を充実させ、国際力のある児童の育成を図るも
の。

コンピュータを理解し上手に活用していく力を身に付けることは、あらゆる
活動においてコンピュータ等を活用することが求められるこれからの社会
を生きていく子供たちにとって、将来どのような職業に就くとしても、極め
て重要なこととなっているため、小学校の新学習指導要領において、コン
ピュータの仕組みを理解するためのプログラミング教育が導入された。本
事業では、ロボットを用いたプログラミング授業を各小学校で実施するこ
とで、より身近にプログラミングを体感し、プログラミングへの興味・関心を
高めることを目的とするもの。

83

市制50周年記念民学連携（ロ
ボット活用）プログラミング支援
事業

81

小学校における教科担任制・交
換授業推進事業

82

立石小立石中一貫教育先行モ
デル事業

授業の内容が高度化・複雑化する小学校中学年以上において、教科指
導の専門性をもった教師が授業を受け持つ交換授業や教科担任制の取
組を推進し、授業の質を向上させるとともに、児童の学習内容の理解度・
定着度の向上と学びの高度化を図る。また、教師（特に担任）の受け持
つ授業数の軽減や授業準備の効率化により、学校の教育活動の充実や
教員の負担軽減に資する。
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番号

事 　 業  　名

事　業　年　度

担　当　課

事　業　の　概　要

事　業　費　等
備　　考

H30～

スポーツ振興課 令和4年度事業費　　　8,000千円

S47～

文化財課 令和4年度事業費　　　　　60千円

H23～

文化財課 令和4年度事業費　　　3,300千円

Ｒ4～Ｒ9

図書課（教育総務課分含む） 令和4年度事業費　　　1,048千円

84

新体育館建設推進事業 新体育館建設を見据え、小郡市スポーツ推進基本計画やその他法令と
の整合性を図りながら、建設実施プランに基づく諸整備を行う。

87

図書館システム更新事業(学校
図書館システムを含む）

小郡市図書館システム整備事業については、小郡市立図書館所蔵の書
籍･雑誌･郷土資料・行政資料の図書館資料の電子管理及び市民(利用
者)に対する貸し出し業務、返却業務や新刊書籍受け入れ・除籍管理等
の基本的機能を図書館システムを使用し管理運営を行う。
図書館システムは小郡市立図書館及び学校図書館と合わせて一つの
サーバーを共有して使用している。

85

小郡官衙遺跡群史跡公有化事
業（小郡官衙遺跡・上岩田遺
跡）

　平成22･23年度に指定範囲や公有化手順を決める保存管理計画（小
郡官衙遺跡群　小郡官衙遺跡　上岩田遺跡　保存管理計画書）を策定
した。現在は、それに則って史跡の追加指定及び、指定地の公有化を進
めている。
　小郡官衙遺跡に関する近年の事業としては、平成26～28年度に計11
筆2,760.04㎡の追加指定を行い、平成28～30年度に公有化を実施し
た。令和元年度には計2筆1,718.17㎡の追加指定を行い、令和2～3年度
で公有化を実施した。このような事業の進捗に伴い、他にも多くの住民か
ら公有化に向けた相談を受けている。今後も時期を検討しつつ、追加指
定及び公有化を進める。
　上岩田遺跡については、平成24年度で指定地の公有化を終了した。
令和5年度以降、現指定地周辺の追加指定検討のために確認調査を実
施する。

86

史跡等総合活用支援推進事業 　市内の遺跡の発掘調査成果及び、歴史・民俗資料に関する情報を体
系的に整理し、埋蔵文化財調査センター展示室・体験学習室、小郡官
衙遺跡公園を始めとした史跡公園、埋蔵文化財調査センターホーム
ページ等を活用して公開する。これによって、地域の歴史文化の醸成と
文化財保護理念を広めるとともに、「歴史と文化の薫るまち」である小郡
市を市内外へＰＲする。
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